
業　務　名

業務場所 西伯郡大山町内

令和　８　年度

業　　務　　設　　計　　書

大山町公共下水道事業計画等変更業務委託



１、 業 務 名 大山町公共下水道事業計画等変更業務委託

２、 業 務 場 所 西伯郡大山町内

３、 業 務 内 容 大山町公共下水道事業に係る全体計画及び事業計画の見直し
を行う。

業　務　概　要



位　置　図

面積 82.0ha

逢坂処理区

面積 203.0ha

名和処理区

面積 79.0ha

中高・所子処理区

公共下水道事業区域

同上処理場

凡　例

面積 21.0ha

大山処理区
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令和 8年度 

 

大山町水道課



一般仕様書 

 

第 1 章　　総則 

 

　（適用範囲） 

第１条　本業務は、大山町（以下「発注者」という。）が、本業務の受託者（以下「受注者」とい

う。）へ委託する「大山町公共下水道に係る事業計画等変更業務」（以下「本業務」という。）に

適用する。 

 

　（目的） 

第２条　本業務は、住民の生活環境の向上と公用水域の水質保全を図ることを目的として、特記

仕様書に示す特定環境保全公共下水道　４処理区　について、全体計画及び事業計画（以下「本

計画」という。）を変更するために必要な業務を行うことを目的とする。 

 

　（業務の範囲） 

第３条　本業務の範囲は、大山町特定環境保全公共下水道事業４処理区の本計画変更のために必

要な業務とする。 

　 

　（準拠する法令、規則等） 

第４条　本業務の実施にあたっては、業務委託契約書及び本仕様書、特記仕様書によるほか、次の

各号に掲げる関係法令及び施行規則等に準拠し実施するものとする。 

　（１）地方自治法（同施行令、同施行規則） 

　（２）下水道法（同施行令、同施行規則） 

　（３）大山町公共下水道条例 

　（４）大山町個人情報保護条例 

　（５）その他関係法令、規定、規則及び関係図書等 

 

　（技術者等） 

第５条　受注者は、本業務の特質を考慮し、下水道事業について専門的知識と経験を有する技術

者を配置するものとする。 

２　本業務の技術者は、業務全般の管理責任者として、発注者の担当者との協議、打合せ及び工程

表及び技術管理を行わなければならない。また、本業務の遂行に支障をきたすと認められたと

きには、発注者は、受注者に対し、技術者の変更を求めることができる。 

　 

　（業務計画） 

第６条　受注者は、本業務の実施にあたり、発注者と十分な協議を行い、次の各号に掲げる書類を

契約締結後１５日以内に提出するとともに、発注者の承認を得なければならない。また、受注者　　 



は、やむを得ず「業務委託実施計画書」の内容を変更しなければならない場合には、「業務委

託変更計画表」を提出し、発注者の承諾を得なければならない。 

 

　（１）業務概要 

　（２）実施方針 

　（３）業務委託実施計画表 

　（４）組織表及び緊急連絡表 

　（５）成果品の内容が分かる資料 

　（６）その他発注者が指示する書類 

 

　（工程管理） 

第７条　受注者は、作業工程に変更が生じる場合は、速やかに「業務委託変更計画」を提出し、発

注者と協議し承諾を得なければならない。 

 

　（守秘主義） 

第８条　受注者は、本業務の実施に関して知り得た発注者の秘密に属する事項について、これを

第三者に漏らしてはならない。 

 

　（転用の禁止） 

第９条　受注者は、本業務の実施により得た各種情報について、これを発注者の承諾なく第三者

に公表、貸与、あるいは無断使用してはならない。 

 

　（損害賠償） 

第 10 条　本業務に伴い事故等が発生した場合は、所要の措置を講ずるとともに、事故発生の原因、

経過及び内容等について、直ちに発注者に報告しなければならない。 

２　前項において生じた損害は、すべて受注者の責任において解決するものとする。 

 

　（折衝） 

第 11 条　本業務の実施中に、関係者又は関係官公庁との折衝を要する場合は、遅滞なくその旨を

発注者に申し出て指示を受けるものとする。 

 

　（疑義の解釈） 

第 12 条　本業務の実施について、本仕様書及び特記仕様書、関係法令等に明示されていない事項

又は疑義を生じた場合は、発注者と受注者で協議を行い、協議が成立しない時は、発注者の指示

に従うものとする。 

 

 



　（打合せ及び報告） 

第 13 条　受注者は、本業務の実施前及び実施中における主要な業務打合せにあたっては、担当技

術者を出席させ、発注者と十分に協議するものとする。 

２　前項の協議内容について、受注者は、「打合せ記録簿」を当該打合せの日から１０日以内に作

成し、発注者と受注者で確認の上、それぞれ一部ずつ保有するものとする。 

３　本業務の実施中、受注者は、「作業月報」等により、進捗状況を、随時発注者に報告しなけれ

ばならない。 

 

　（検査） 

第 14 条　本業務の業務完了後は、最終検査を受けるものとし検査完了合格をもって業務を完了す

るものとする。ただし、本業務終了後であっても、成果品に記入漏れ、不備、誤り又は是正すべ

き事項等が発見された場合は、受注者は発注者の指示に従い、責任を持って、速やかに是正する

ものとする。なお当該是正に係る費用は、すべて受注者の負担とする。 

 

　（委託料の支払い） 

第 15 条　発注者は、受注者の完了届を受領後に、完了検査を行い、検査の合格後に委託料を支払

うものとする。 

 

（業務委託期間） 

第 16 条　本業務の委託期間は、契約締結の翌日から令和 9 年 2 月 26 日までとする。 

 

　（費用負担） 

第 17 条　本業務に係る必要な経費は、本要求事項に明記のないものであっても、原則として受注

者の負担とする。 

 

　（契約変更） 

第 18 条　本業務において、本要求事項及び委託業務契約書の内容に変更が生じた場合は、受注者

は直ちに書面により発注者に報告し、必要に応じて変更契約を行うものとする。 

 

　（再委託の禁止） 

第 19 条　受注者は、委託業務の一部を第三者に請け負わせる場合は、あらかじめ書面により発注

者の承諾を得るものとする。また、委託業務が個人情報の取扱いを伴うものである場合は、その

業務の一部（個人情報の取扱いを伴う部分に限る。）を第三者に委任し、または請け負わせては

ならないものとする。 

 

 

 



第２章　　大山町公共下水道に係る事業計画等検討業務 

 

　（目的） 

第 20 条　受注者は、本計画変更に伴い必要な事務手続き等を円滑に進めるため、発注者の支援を

行う。 

 

　（作業項目） 

第 21 条　本業務における作業項目の主なものは、特記仕様書に示すとおりとする。 

 

第３章　　調査資料 

 

　（調査資料） 

第 22 条　本業務を遂行するための調査資料は次のとおり。 

　（１）大山町公共下水道に係る全体・事業計画（大山処理区）検討業務委託成果品 

（平成 28 年度） 

　（２）大山町公共下水道に係る全体計画（逢坂・名和・中高所子処理区）検討業務委託成果品 

（平成 29 年度） 

（３）大山町公共下水道に係る事業計画（逢坂・名和・中高所子処理区）検討業務委託成果品 

（平成 30 年度） 

（４）大山町公共下水道に係る事業計画（逢坂・名和・中高所子処理区）検討業務委託成果品 

（令和 5 年度） 

　（５）その他関係資料 

 

　（調査資料の貸与） 

第 23 条　調査資料については、受注者からの求めに応じ、発注者から受注者へ貸与する。 

　２　本業務において、発注者から受注者へ貸与する資料について、受注者は必ず借用書を提出

しその重要性を認識し良識ある判断に基づき、資料等の汚損、減失及び盗難等の事故のないよう

に取り扱い、使用後は速やかに返却するものとする。 

 

第４章　　成果品 

 

　（成果品の引き渡し） 

第 24 条　業務完了後の成果品の検査については、発注者が実施し、検査の合格をもって全ての引

き渡しを完了するものとする。 

 

　（成果品の帰属） 

第 25 条　成果品のデータ等に関する所有権は、すべて発注者に帰属するものとし、受注者は、発



注者の承認を得ずして他者に公表、貸与又は使用してはならない。 

 

　（著作権） 

第 26 条　本業務に係るデータ等の著作権は、本業務に係るデータ等の引渡しをもって、受注者か

ら発注者に移転するものとする。 

 

（成果品） 

第 27 条　本業務の成果品は、次の各号のとおりとする。様式及び提出部数は、発注者との協議に

より決定する。 

　（１）業務報告書 

　（２）データ等を記録した電子媒体 

　（３）打合せ記録簿 

（４）本計画関係書類 

　（５）その他事務関連書類（県申請関連書類等） 

（６）その他発注者の指示する資料 

 

　（成果品の納入場所及び納入期限） 

第 28 条　本業務の成果品の納入品場所及び納入期限は、下記のとおりとする。 

　（１）納入場所　大山町役場水道課 

　（２）納入期限　下記のとおり 

 

 

第５章　　その他 

 

　（その他） 

第 29 条　受注者は、やむを得ない事情により、本仕様書と異なることが見込まれるときは、あら

かじめ書面をもって発注者の了解を得なければならない。 

２　この仕様書に定めのない事項については、発注者と受注者の双方協議の上、決定するものと

する。

 成　　果　　品 納　品　時　期

 1 業務報告書 令和 9 年 2 月 26 日

 2 データ等を記録した電子媒体 令和 9 年 2 月 26 日

 3 打合せ記録簿 当該打合せの日から 10 日以内

 4 本計画関係書類 令和 9 年 2 月 26 日

 
5

その他事務関連書類 

（県申請関連書類等）
令和 9 年 2 月 26 日

 6 その他発注者の指示する資料 発注者が指示する時



特記仕様書 

 

１．業務目的 

大山町では、平成 27 年度に「生活排水処理施設整備構想」の見直しにより、農業集落排水

地区（大山口地区、清原末長地区、名和地区）の下水道への接続に向け、長期的な整備・運

営管理への検討がなされている。 

　　また、平成 29 年度に生活排水処理施設整備構想に基づき、全体計画の見直しを実施し、事

業計画においては、平成 30 年度に区域の見直しや人口動態・水利用等から計画フレームの見

直し、令和 5年度に名和処理区の区域の見直しや幹線ルート等の変更を実施した。 

　　本業務では、より中長期的な整備・運営管理の面から効率的な整備を行うために、全体計

画及び事業計画の見直しを行うものである。 

 

２．業務対象 

（１）公共下水道全体計画見直し　　　　　　　　1式 

（２）下水道法による下水道事業計画変更　　　　1式 

　【現計画】 

 

３．業務内容 

３-１．公共下水道全体計画見直し 

【主な見直し内容】 

　・全体計画年次の延伸 

　・フレーム・原単位・計画汚水量等の見直し 

　・汚水管渠計画の見直し 

　・終末処理場計画の見直し 

 

（１）下水道整備の基本方針の確認 

　　　下水道計画区域、整備手法の確認を行う。 

 

 

 
処理区 逢坂処理区 名和処理区 大山処理区 中高所子処理区 計

 
項目

全体 

計画

事業 

計画

全体 

計画

事業 

計画

全体 

計画

事業 

計画

全体 

計画

事業 

計画
 

目標年次 R18 R11 R18 R11 R18 R4 R18 R11

 
面積（ha） 82 82 203 203 21 21 79 79 385

 排除方式 分流式（汚水のみ）

 備考 15ha 拡大予定（拡大後計 400ha）



（２）基本事項の検討 

　　①整備目標 

　　　　残整備量等を勘案して、全体計画目標年次の設定を行う。 

　　　②計画区域の確認 

　　　　目標年次における必要対象区域を確認する。 

③計画フレームの設定 

　　　　近年の社会情勢を踏まえた計画フレーム（計画人口等）の見直しを行う。 

　　　　また、人口問題研究所等の推計人口等を考慮し、本町の行政人口の設定を行い、設定

した行政人口をベースとして、処理分区分の人口設定を行う。 

　　　④汚水量原単位 

　　　　近年の実績等を考慮して、家庭汚水量原単位、水量変動率等の見直しを行う。 

　　　⑤計画汚水量 

　　　　計画フレーム及び汚水量原単位等の見直しを踏まえ、家庭、工場等計画汚水量の見直

しを行う。 

　　　⑥汚濁負荷量原単位 

　　　　家庭汚濁負荷量原単位、工場汚濁負荷量原単位等の見直しを行う。 

　　　⑦計画汚濁負荷量 

　　　　計画フレーム及び汚濁負荷量原単位の見直しを踏まえ、家庭、工場等計画汚濁負荷量

及び処理場流入水質の見直しを行う。 

　　　⑧まとめと照査 

（３）汚水管きょ計画 

　　　①平面図 

　　　　一般図、幹線区割施設平面図を作成する。 

　　　②流量計算 

　　　　幹線の汚水流下量を算定する。 

　　　③縦断面図 

　　　　幹線の縦断面図を作成する。 

（４）終末処理場計画 

　　　計画諸元に基づき、既存施設の能力評価、既存水処理系列数の変更・増強等の有無につ

いて確認し、以下の見直しを行う。 

①水処理方式の検討 

　②容量計算 

　③まとめと照査 

（５）財政計画の策定 

　　　①概算事業費 

　　　　汚水施設の概算事業費を算出する。 



　　　②事業計画 

　　　　汚水施設の残事業費を算出を行う。 

（６）提出図書の作成 

　　　報告書、提出図書の作成を行う。 

 

３-２．下水道法による下水道事業計画変更 

【主な見直し内容】 

　・事業計画年次の延伸 

　・フレーム・原単位等の計画諸元の設定 

　・逢坂・名和・中高所子処理区における計画区域拡大 

　・計画諸元の見直しに伴う管渠、処理場の施設計画の反映 

　・下水道事業における事業マネジメントを反映させた新様式の作成 

 

（１）基本作業の確認 

　　　業務計画書を作成し、業務内容、変更内容、事業計画スケジュール、確認事項、発注者

の要望、必要リストなどについて打ち合わせを行う。 

（２）基礎調査 

　　①関連計画の資料収集・整理 

　　　本業務に関連する資料の収集・整理を行う。 

　　②下水道整備・維持管理状況の確認 

　　　下水道整備状況及び維持管理状況の確認を行う。 

　　③まとめと照査 

（３）基本事項の検討 

　　　①事業計画区域及び計画フレームの設定 

　　　　事業計画区域・処理分区の設定、計画処理人口等の設定を行う。 

②計画汚水量、汚濁負荷量の算定 

　　　　事業計画目標年次における計画汚水量、汚濁負荷量の算定を行う。 

　　　③まとめと照査 

（４）汚水管渠計画 

　　　①施設設計・点検の基本方針 

　　　　施設設計・点検の基本事項の確認を行う。 

　　　②区画割及び面積測定 

　　　　路線ごとの区画割及び面積の測定を行う。 

　　　③流量計算 

　　　　管渠路線ごとの汚水流下量の算定を行う。 

 



④区画割平面図作成 

　　　　枝線管渠を含む区画割施設平面図の作成を行う。 

　　　⑤幹線管渠縦断図作成 

　　　　変更となる幹線管渠縦断図を作成する。 

　　　⑥幹線管渠の施設平面図作成（拡大区域） 

　　　　拡大区域の主要な管渠について施設平面図を作成する。 

　　　⑦幹線管渠の流量計算表作成 

　　　　幹線管渠の流量計算表を作成する。 

　　　⑧下水道計画一般図作成 

　　　　汚水計画一般図の作成を行う。 

　　　⑨概算事業費の算出 

　　　　計画区域に係る汚水管渠の概算事業費の算出を行う。 

　　　⑩まとめと照査 

（５）終末処理場計画 

　　　①年度別流入量の検討 

　　　　年度別流入量の検討を行う。 

　　　②容量・水量計算 

　　　　施設及び主要機器の能力を決定する。 

　　　③概算事業費の算出 

　　　　終末処理場に係る概算事業費の算出を行う。 

　　　④まとめと照査 

（６）下水処理による水質向上の見通し 

　　　①放流先水域の状況 

　　　　放流先水域の水位、水量、水質等の現状を把握する。 

　　　②下水処理による水質向上の見通し 

　　　　下水道による削減負荷量を計算する。 

　　　③まとめと照査 

（７）財政計画の策定 

　　　①年度別整備計画 

　　　　事業期間内の整備計画を整理する。 

　　　②年度別事業費の算出 

　　　　整備計画に基づき年度別の事業費を整理する。 

　　　③財源計画 

　　　　事業期間内の財政計画の整理を行う。 

　　　④下水道使用料等の見直し 

　　　　接続率及び有収率向上の取り組みと見通しについて整理する。 



　　　⑤まとめと照査 

（８）主要な施設の設置及び機能維持に関する中長期的な方針 

　　　①施設の設置に関する方針　　　　　　施策数　　３施策 

　　　　主要な施設の中期・長期整備目標、事業の重点化・効率化方針、中期目標を達成する

ための主要な事業について整理し、計画説明書に記載する。 

　　　②施設の機能の維持に関する方針　　　対象施設　２施設 

　　　　大山町ストックマネジメント計画等を反映させた下水道施設の機能の維持に関する方

針について整理する。 

　　　③長期的な事業の見通し 

　　　　過年度事業費及び将来事業費の整理を行う。 

　　　　また、過去の年度別事業費に対する長期的な改築費用の試算を行う、 

（９）提出図書の作成 

　　　事業計画変更に必要な図書を作成する。 

（10）設計協議 

　　　発注者との協議を行う。なお、初回協議、中間協議（３回）、最終協議を基本とするが、

必要に応じて適宜実施するものとする。 


















































































































































